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１．米国小売売上高（12月） 
 

１月 18日に公表された米国商務省の速報によると、12月の名目小売売上高は前月比 1.1％

減少と、エコノミスト予想の 0.9％減少を超え、2021 年 12 月以来最大の落ち込みとなりまし

た。内訳としては、前月比ベースでガソリンが 4.6%減少、家具が 2.5％減少、自動車が 1.1％

減少、電子機器が 1.1％減少となるなど、建材・食料品・スポーツ用品を除き、広範囲で売上高

が減少したほか、飲食サービスについても同 0.9％減少となりました。また、前月 11 月小売売

上高の改定値も 1.0％減少（改定前 0.6％減少）となり、足許の小売の弱さが示される形となり

ました。 

同日FRBが発行したベージュブックでは、高インフレが消費者の購買力を低下させ続けてお

り、特に低所得層と中所得層の間で顕著であることが指摘されています。また、消費者の価格

感応度が高まった結果、小売業者がコスト上昇分を価格に転嫁することが難しくなっており、一

部の小売業者は過剰在庫の解消を図るため、前年よりも多くの割引やプロモーションを実施し

たことが示されています。 

 

米国では直近１月 12 日に公表された 12 月の CPI が前年同月比 6.5％上昇と、11 月の

7.1％から鈍化し、上昇幅が 2021 年 10 月以降で最小となるなど、インフレの高進にも頭打

ち感が出てきています。一方で、直近１月６日に公表された雇用統計では、賃金上昇ペースは

鈍化したものの、失業率は 3.5％と未だ雇用は強く、FRBの金融引き締めは継続されると見

られています。リセッション懸念が高まる米国において、GDP の７割を占める個人消費の動

向はどのようになっていくのでしょうか。 

本稿では、１月 18 日に公表された消費者動向を示す指標の一つである米国小売売上高

の内容と共に、実際の店舗の様子として米国小売大手・ウォルマートを例にご紹介します。 

 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 
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